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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

回次
第24期

第１四半期連結
累計(会計)期間

第25期
第１四半期連結
累計(会計)期間

第24期

会計期間

自平成20年
４月１日
至平成20年
６月30日

自平成21年
４月１日
至平成21年
６月30日

自平成20年
４月１日
至平成21年
３月31日

売上高（千円） 12,730,56610,964,69349,312,676

経常利益（千円） 1,109,084467,7502,577,085

四半期（当期）純利益（千円） 628,586 195,9601,310,972

純資産額（千円） 9,307,3079,469,7839,431,576

総資産額（千円） 22,961,22721,119,02121,375,650

１株当たり純資産額（円） 378.47 388.24 387.05

１株当たり四半期（当期）純利益金額（円） 25.52 8.06 53.92

潜在株式調整後１株当たり四半期（当期）純利益金額（円） 25.37 － 53.63

自己資本比率（％） 40.5 44.7 44.0

営業活動による

キャッシュ・フロー（千円）
△172,485△534,9012,088,634

投資活動による

キャッシュ・フロー（千円）
△82,999 △86,634△284,152

財務活動による

キャッシュ・フロー（千円）
201,103 368,083△1,540,006

現金及び現金同等物の四半期末（期末）残高（千円） 5,143,6695,229,7425,475,810

従業員数（人） 519 565 548

（注）１．当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載し

ておりません。

２．売上高には、消費税等は含んでおりません。

３. 第25期の潜在株式調整後1株当たり四半期純利益金額については、希薄化効果を有している潜在株式が存在

しないため記載しておりません。　
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２【事業の内容】

　当第１四半期連結会計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）が営む事業の内容について、重要な

変更はありません。また、主要な関係会社における異動もありません。

３【関係会社の状況】

　当第１四半期連結会計期間において、重要な関係会社の異動はありません。

４【従業員の状況】

(1）連結会社の状況

 平成21年６月30日現在

従業員数（人） 565（262）

（注）　従業員数は就業人員であり、臨時雇用者数（契約社員、アルバイト・パート、派遣社員を含みます。）を（　）外

数で記載しております。

(2）提出会社の状況

 平成21年６月30日現在

従業員数（人） 397（220）

（注）　従業員数は就業人員であり、臨時雇用者数（契約社員、アルバイト・パート、派遣社員を含みます。）を（　）外

数で記載しております。
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第２【事業の状況】

１【生産、受注及び販売の状況】

(1）生産実績

　当第１四半期連結会計期間の生産実績を事業の品目別に示すと、次のとおりであります。

品目の名称
当第１四半期連結会計期間
（自　平成21年４月１日
至　平成21年６月30日）

前年同四半期比（％）

ＰＣサプライ・ファニチャー（千円） 144,022 26.2

ストレージ・メモリ（千円） 535,105 △32.9

ＩＯデバイス（千円） 65,892 62.8

その他（千円） 601,330 △46.8

合計（千円） 1,346,350 △35.4

（注）　上記の金額には、消費税等は含まれておりません。

(2）製品・商品仕入実績

　当第１四半期連結会計期間の製品・商品仕入実績を品目別に示すと、次のとおりであります。

品目の名称
当第１四半期連結会計期間
（自　平成21年４月１日
至　平成21年６月30日）

前年同四半期比（％）

ＰＣサプライ・ファニチャー（千円） 2,450,657 △1.4

ストレージ・メモリ（千円） 714,659 △29.7

ＩＯデバイス（千円） 1,241,552 18.2

その他（千円） 1,668,103 △21.7

合計（千円） 6,074,973 △9.1

（注）　上記の金額には、消費税等は含まれておりません。

(3）受注状況

　当社グループは、見込生産・仕入を行っているため、該当事項はありません。
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(4）販売実績

　当第１四半期連結会計期間の販売実績を品目別に示すと、次のとおりであります。

品目の名称
当第１四半期連結会計期間
（自　平成21年４月１日
至　平成21年６月30日）

前年同四半期比（％）

ＰＣサプライ・ファニチャー（千円） 3,724,302 △6.6

ストレージ・メモリ（千円） 1,602,414 △34.1

ＩＯデバイス（千円） 1,746,818 4.3

その他（千円） 3,891,157 △16.1

合計（千円） 10,964,693 △13.9

（注）１．前第１四半期連結会計期間及び当第１四半期連結会計期間の主な相手先別の販売実績及び当該販売実績に

対する割合は次のとおりであります。

相手先

前第１四半期連結会計期間
（自　平成20年４月１日
至　平成20年６月30日）

当第１四半期連結会計期間
（自　平成21年４月１日
至　平成21年６月30日）

金額（千円） 割合（％） 金額（千円） 割合（％）

㈱ヤマダ電機 2,580,336 20.3 2,065,727 18.8

２．本表の金額には、消費税等は含まれておりません。

２【事業等のリスク】

　当第１四半期連結会計期間において、新たに発生した事業等のリスクはありません。

　また、前事業年度の有価証券報告書に記載した事業等のリスクについて、重要な変更はありません。

３【経営上の重要な契約等】

　当第１四半期連結会計期間において、経営上重要な契約等の決定または締結等はありません。
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４【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

　文中の将来に関する事項は、当四半期報告書提出日現在において、当社グループ（当社及び連結子会社）が判断した

ものであります。

　

(1) 業績の状況

　当第１四半期連結会計期間におけるわが国経済は、前連結会計年度後半から深刻化した世界的な金融危機及び実体

経済の悪化により、企業の設備投資が抑制され、雇用環境が悪化し、個人消費が低迷する等、厳しい状況が継続いたし

ました。

　このような環境の中、当社グループの売上高は、製品面ではＡＶ関連製品、ＰＣサプライ製品及びＩＯデバイス製品

等幅広い分野で新製品を投入し需要の喚起を図るとともに、営業面では販売チャネルの特性に合わせた販売戦略の推

進、消費者の節約志向に合わせた製品プロモーションを推進しましたが、法人需要の減少及び個人消費の低迷の影響

を受け減収となりました。また、収益の面では国内の固定費を見直す等のコスト削減に取組み、収益構造は前連結会計

年度の第４四半期に比べ着実に改善しつつあり、期初の計画どおり推移しておりますが、売上高の減少による影響が

大きく、前年同四半期比では大幅な減益となりました。

　これらの結果、当第１四半期の連結業績は、前述の諸施策の実施に一定の効果があったものの、減収要因をカバーす

るには至らず、売上高は10,964百万円（前年同四半期比13.9％減）となり、営業利益は552百万円（前年同四半期比

55.7％減）、経常利益は467百万円（前年同四半期比57.8％減）、四半期純利益は195百万円（前年同四半期比68.8％

減）となりました。

　品目別の概況は、次のとおりです。　

（ＰＣサプライ・ファニチャー）

　ＵＭＰＣ関連製品及び消耗品等のＰＣサプライ製品の販売は堅調に推移しましたが、ＰＣファニチャーが前連結会

計年度に引続き漸減傾向となり、ＰＣサプライ・ファニチャーに係る当第１四半期の売上高は、3,724百万円（前年同

四半期比6.6％減）となりました。

（ストレージ・メモリ）

　市場動向の変化に応じて販売戦略を推進しましたが、パソコン需要の減少が影響し、ストレージ・メモリに係る当第

１四半期の売上高は、1,602百万円（前年同四半期比34.1％減）となりました。

（ＩＯデバイス）

　マウスを中心とした新製品の投入が順調に進み、ＩＯデバイスに係る当第１四半期の売上高は、1,746百万円（前年

同四半期比4.3％増）となりました。

（その他）

　ポータブル・オーディオ・プレーヤー関連商品を中心としたＡＶ関連製品の売上高は比較的堅調に推移したもの

の、法人需要を中心にその他のＰＣ関連製品は振るわず、その他に係る当第１四半期の売上高は、3,891百万円（前年

同四半期比16.1％減）となりました。

　

　所在地別セグメントの業績は、次のとおりです。

（日本）　

　ＡＶ関連製品、ＰＣサプライ製品及びＩＯデバイスの売上高は堅調に推移しましたが、法人需要の減少及び個人消費

の低迷による影響をカバーするには至らず、日本における当第１四半期の売上高は、10,358百万円（前年同四半期比

11.6％減）、営業利益は、955百万円（前年同四半期比34.1％減）となりました。

（欧州）　

　世界的な金融不安の深刻化から個人消費が低迷した影響を受け、ednetブランド製品の販売が減少した一方で、展示

会への出展等のELECOMブランドの市場浸透施策を推進しました。これらの結果、欧州における当第１四半期の売上高

は632百万円（前年同四半期比33.8％減）となり、販売関連費用の増加及びのれんの償却により営業損失は120百万円

（前年同四半期は13百万円の営業損失）となりました。

（その他）　

　ＡＶ関連製品の販売強化に取り組みましたが、世界的な景気悪化の影響により個人消費の低迷が続き、売上高は減少

傾向となりました。これらの結果、その他地域における当第１四半期の売上高は308百万円（前年同四半期比10.7％

減）、営業損失は14百万円（前年同四半期は14百万円の営業損失）となりました。
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(2) キャッシュ・フローの状況

　当第１四半期連結会計期間末における現金及び現金同等物の期末残高は、財務活動の結果獲得した資金368百万円が

あった一方で、営業活動の結果使用した資金534百万円、投資活動の結果使用した資金86百万円があったことにより、

前連結会計年度末に比べ246百万円減少し、5,229百万円となりました。

　

　当第１四半期連結会計期間における各キャッシュ・フローの状況とそれらの要因は、次のとおりです。

（営業活動によるキャッシュ・フロー）

　営業活動の結果使用した資金は534百万円（前年同四半期は172百万円の使用）となりました。主な要因は税金等調

整前四半期純利益を474百万円計上し、売上債権の減少額が334百万円及び売上値引等引当金の増加額が208百万円あ

りましたが、仕入債務の減少645百万円、たな卸資産の増加額299百万円及び法人税等の支払額654百万円があったこと

によるものです。

（投資活動によるキャッシュ・フロー）

　投資活動の結果使用した資金は86百万円（前年同四半期は82百万円の使用）となりました。主な要因は有形固定資

産を取得したことによるものです。

（財務活動によるキャッシュ・フロー）

　財務活動の結果獲得した資金は368百万円（前年同四半期は201百万円の獲得）となりました。主な要因は配当金の

支払額194百万円があった一方で、短期借入金が563百万円増加したことによるものです。

　

(3) 事業上及び財務上の対処すべき課題

　当第１四半期連結会計期間において、当社グループが対処すべき課題について重要な変更はありません。

　

(4) 研究開発活動

　当第１四半期連結会計期間におけるグループ全体の研究開発活動の金額は、182百万円であります。

　なお、当第１四半期連結会計期間において、当社グループの研究開発活動の状況に重要な変更はありません。
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第３【設備の状況】
(1）主要な設備の状況

　当第１四半期連結会計期間において、主要な設備に重要な異動はありません。

(2）設備の新設、除却等の計画

　当第１四半期連結会計期間において、前連結会計年度末に計画した重要な設備の新設、除却等について、重要な変

更はありません。また、新たに確定した重要な設備の新設、拡充、改修、除却、売却等の計画はありません。
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第４【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 90,576,000

計 90,576,000

②【発行済株式】

種類
第１四半期会計期間末現
在発行数（株）
（平成21年６月30日）

提出日現在発行数（株）
（平成21年８月12日）

上場金融商品取引所名
または登録認可金融商
品取引業協会名

内容

普通株式 24,879,425 24,879,425ジャスダック証券取引所
単元株式数

100株　

計 24,879,425 24,879,425 － －
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（２）【新株予約権等の状況】

　会社法に基づき発行した新株予約権は、次のとおりであります。

　　平成20年６月27日定時株主総会決議

区分
第１四半期会計期間末現在

（平成21年６月30日）

新株予約権の数（個） 2,310

新株予約権のうち自己新株予約権の数(個) －

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式

新株予約権の目的となる株式の数（株）（注）１ 231,000

新株予約権の行使時の払込金額（円）（注）２ 一株につき1,156

新株予約権の行使期間
自　平成22年８月６日

至　平成24年８月５日

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の発

行価格及び資本組入額（円）

発行価格　　一株につき　1,156

資本組入額　一株につき　  749

新株予約権の行使の条件

①権利を付与された者（以下、「新株予約権者」という。）

は、当該新株予約権の発行にかかる取締役会において割

当を受けた当初の新株予約権者において、これを行使す

ることを要する。

②新株予約権の相続人による新株予約権の行使は認められ

ない。

③新株予約権者は、一度の手続きにおいて新株予約権の全

部または一部の行使をすることができる。ただし、当社の

１単元未満の株式を目的とする新株予約権の行使は認め

られない。

④その他新株予約権の行使の条件は、平成20年６月27日開

催の当社第23回定時株主総会決議及び平成20年８月４日

開催の取締役会決議に基づき、当社と新株予約権者との

間で締結した「新株予約権割当契約書」に定めるところ

とする。

新株予約権の譲渡に関する事項
譲渡による新株予約権の取得については、当社取締役会の

決議による承認を要するものとする。

代用払込みに関する事項 －

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項

組織再編に際して定める契約書または計画書等に以下定め

る株式会社の新株予約権を交付する旨を定めた場合には、

当該組織再編の比率に応じて、以下に定める株式会社の新

株予約権を交付するものとする。

①合併（当社が消滅する場合に限る。）

合併後存続する株式会社または合併により設立する株式

会社

②吸収分割

吸収分割をする株式会社がその事業に関して有する権利

義務の全部または一部を承継する株式会社

③新設分割

新設分割により設立する株式会社

④株式交換

株式交換をする株式会社の発行済株式の全部を取得する

株式会社

⑤株式移転

株式移転により設立する株式会社 
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　（注）１．新株予約権を割り当てる日（以下、「割当日」という。）以降、当社が株式分割または株式併合を行う場合に

は、新株予約権１個当たりの目的となる株式の数（以下、「付与株式数」という。）を次の算式により調整し

（１株未満の端数は切り捨て）、当該時点で権利行使されていない新株予約権の合計した調整後付与株式数

をもって新株予約権の目的たる株式の数とする。

調整後付与株式数 ＝ 調整前付与株式数 × 分割・併合の比率

また、割当日以降、当社が合併または会社分割を行う場合等、付与株式数の調整を必要とするやむをえない事

由が生じたときは、合併または会社分割の条件等を勘案の上、合理的な範囲で付与株式数を調整し、当該時点

で行使されていない新株予約権を合計した調整後付与株式数をもって新株予約権の目的たる株式数とする。

 

　　　　２．割当日以降、当社が株式分割、株式併合を行う場合は、次の算式により行使価額を調整し、調整により生ずる１円

未満の端数は切り上げる。 

調整後行使価額 ＝ 調整前行使価額 ×
1

分割・併合の比率

　　　　　　また、時価を下回る価格で新株式の発行（時価発行として行う公募増資、ストックオプションとしての新株予約権

の行使により新株式を発行する場合を除く。）を行う場合は、次の算式により行使価額を調整し、調整により

生ずる１円未満の端数は切り上げる。

　 　 　 　
既発行株式数 ＋

新規発行株式数 × １株当たり払込金額

調整後行使価額 ＝ 調整前行使価額 ×
新株式発行前の時価

既発行株式数 ＋ 新規発行株式数

　　　　　　また、割当日以降、当社が合併または会社分割を行う場合等、行使価額の調整を必要とするやむをえない事由が生じ

たときは、合併または会社分割の条件等を勘案の上、合理的な範囲で行使価額の調整を行う。

 

（３）【ライツプランの内容】

　該当事項はありません。　　

（４）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式総
数増減数
（株）

発行済株式総
数残高（株）

資本金増減額
（千円）

資本金残高
（千円）

資本準備金増
減額（千円）

資本準備金残
高（千円）

平成21年４月１日～　

平成21年６月30日
－ 24,879,425 － 707,747 － 678,730

　

（５）【大株主の状況】

　大量保有報告書等の写しの送付等がなく、当第１四半期会計期間において、大株主の異動は把握しておりませ

ん。　
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（６）【議決権の状況】

　当第１四半期会計期間末日現在の「議決権の状況」については、株主名簿の記載内容が確認できないため、記

載することができないことから、直前の基準日（平成21年３月31日）に基づく株主名簿による記載をしており

ます。

①【発行済株式】

 平成21年６月30日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式 － － 　－

議決権制限株式（自己株式等） － － 　－

議決権制限株式（その他） － － 　－

完全議決権株式（自己株式等） 普通株式　　580,500 － 　－

完全議決権株式（その他） 普通株式 24,266,100 242,661 　－

単元未満株式 普通株式　 　32,825 － 　－

発行済株式総数 24,879,425 － －

総株主の議決権 － 242,661 －

 

②【自己株式等】

 平成21年６月30日現在

所有者の氏名または名称 所有者の住所
自己名義所有
株式数（株）

他人名義所有
株式数（株）

所有株式数の
合計（株）

発行済株式総数
に対する所有株
式数の割合(％)

エレコム株式会社
大阪市中央区伏見町４丁

目１－１　
580,500－ 580,500 2.33

計 － 580,500－ 580,500 2.33

 

２【株価の推移】

【当該四半期累計期間における月別最高・最低株価】

月別
平成21年
４月

５月 ６月

最高（円） 630 550 555

最低（円） 480 485 494

（注）最高・最低株価は、ジャスダック証券取引所におけるものであります。

３【役員の状況】

前事業年度の有価証券報告書の提出後、当四半期報告書の提出日までにおいて、役員の異動はありません。
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第５【経理の状況】

１．四半期連結財務諸表の作成方法について

　当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内閣府令

第64号。以下「四半期連結財務諸表規則」という。）に基づいて作成しております。

　なお、前第１四半期連結累計期間（平成20年４月１日から平成20年６月30日まで）は、改正前の四半期連結財務諸表

規則に基づき、当第１四半期連結会計期間（平成21年４月１日から平成21年６月30日まで）及び当第１四半期連結累

計期間（平成21年４月１日から平成21年６月30日まで）は、改正後の四半期連結財務諸表規則に基づいて作成してお

ります。

２．監査証明について

　当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、前第１四半期連結累計期間（平成20年４月１日から平

成20年６月30日まで）に係る四半期連結財務諸表並びに当第１四半期連結会計期間（平成21年４月１日から平成21

年６月30日まで）及び当第１四半期連結累計期間（平成21年４月１日から平成21年６月30日まで）に係る四半期連

結財務諸表について、新日本有限責任監査法人による四半期レビューを受けております。
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１【四半期連結財務諸表】
（１）【四半期連結貸借対照表】

（単位：千円）

当第１四半期連結会計期間末
(平成21年６月30日)

前連結会計年度末に係る
要約連結貸借対照表
(平成21年３月31日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 5,229,742 5,475,810

受取手形及び売掛金 6,481,296 6,794,014

商品及び製品 4,714,145 4,446,825

仕掛品 6,407 1,085

原材料及び貯蔵品 330,172 294,239

その他 993,842 990,586

貸倒引当金 △61,125 △63,777

流動資産合計 17,694,479 17,938,783

固定資産

有形固定資産 ※1
 1,008,638

※1
 996,073

無形固定資産

のれん 1,259,316 1,299,939

その他 425,628 451,335

無形固定資産合計 1,684,945 1,751,275

投資その他の資産 ※2
 730,958

※2
 689,517

固定資産合計 3,424,541 3,436,866

資産合計 21,119,021 21,375,650

負債の部

流動負債

支払手形及び買掛金 6,077,735 6,717,880

短期借入金 1,444,886 854,537

1年内返済予定の長期借入金 300,000 300,000

未払法人税等 299,396 676,814

売上値引等引当金 378,568 171,292

その他の引当金 329,719 437,792

その他 2,177,138 2,142,412

流動負債合計 11,007,445 11,300,728

固定負債

退職給付引当金 574,925 572,330

その他の引当金 65,559 69,756

その他 1,307 1,257

固定負債合計 641,792 643,344

負債合計 11,649,237 11,944,073
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（単位：千円）

当第１四半期連結会計期間末
(平成21年６月30日)

前連結会計年度末に係る
要約連結貸借対照表
(平成21年３月31日)

純資産の部

株主資本

資本金 707,747 707,747

資本剰余金 678,730 678,730

利益剰余金 8,995,099 8,993,530

自己株式 △554,659 △554,633

株主資本合計 9,826,917 9,825,374

評価・換算差額等

その他有価証券評価差額金 6,308 △8,999

繰延ヘッジ損益 △393,959 △396,187

為替換算調整勘定 △5,586 △15,322

評価・換算差額等合計 △393,237 △420,509

新株予約権 36,103 26,711

純資産合計 9,469,783 9,431,576

負債純資産合計 21,119,021 21,375,650
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（２）【四半期連結損益計算書】
【第１四半期連結累計期間】

（単位：千円）

前第１四半期連結累計期間
(自　平成20年４月１日
　至　平成20年６月30日)

当第１四半期連結累計期間
(自　平成21年４月１日
　至　平成21年６月30日)

売上高 12,730,566 10,964,693

売上原価 8,275,425 7,161,349

売上総利益 4,455,141 3,803,344

返品調整引当金戻入額 15,000 4,000

差引売上総利益 4,470,141 3,807,344

販売費及び一般管理費 ※
 3,223,954

※
 3,254,673

営業利益 1,246,186 552,670

営業外収益

仕入割引 11,363 8,436

為替差益 － 9,848

その他 15,754 5,976

営業外収益合計 27,117 24,261

営業外費用

支払利息 16,355 10,739

売上割引 87,470 89,293

為替差損 55,008 －

その他 5,385 9,148

営業外費用合計 164,220 109,181

経常利益 1,109,084 467,750

特別利益

退職給付引当金戻入額 － 6,655

その他 － 3

特別利益合計 － 6,659

特別損失

固定資産除却損 705 162

特別損失合計 705 162

税金等調整前四半期純利益 1,108,379 474,247

法人税、住民税及び事業税 491,225 287,701

法人税等調整額 △11,433 △9,414

法人税等合計 479,792 278,287

四半期純利益 628,586 195,960
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（３）【四半期連結キャッシュ・フロー計算書】
（単位：千円）

前第１四半期連結累計期間
(自　平成20年４月１日
　至　平成20年６月30日)

当第１四半期連結累計期間
(自　平成21年４月１日
　至　平成21年６月30日)

営業活動によるキャッシュ・フロー

税金等調整前四半期純利益 1,108,379 474,247

減価償却費 103,201 91,822

のれん償却額 40,623 40,623

受取利息及び受取配当金 △1,227 △998

支払利息 16,355 10,739

売上債権の増減額（△は増加） 311,460 334,641

たな卸資産の増減額（△は増加） △478,199 △299,046

仕入債務の増減額（△は減少） △372,033 △645,519

引当金の増減額（△は減少） 110,069 93,356

その他 △114,440 27,988

小計 724,188 127,854

利息及び配当金の受取額 1,227 998

利息の支払額 △5,960 △9,694

法人税等の支払額 △891,940 △654,059

営業活動によるキャッシュ・フロー △172,485 △534,901

投資活動によるキャッシュ・フロー

有形固定資産の取得による支出 △54,228 △57,140

投資有価証券の取得による支出 △1,306 △1,581

無形固定資産の取得による支出 △27,464 △22,798

その他 － △5,114

投資活動によるキャッシュ・フロー △82,999 △86,634

財務活動によるキャッシュ・フロー

短期借入金の純増減額（△は減少） 581,553 563,343

自己株式の取得による支出 △51,817 △26

配当金の支払額 △328,632 △194,391

その他 － △842

財務活動によるキャッシュ・フロー 201,103 368,083

現金及び現金同等物に係る換算差額 △80 7,384

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） △54,462 △246,068

現金及び現金同等物の期首残高 5,198,132 5,475,810

現金及び現金同等物の四半期末残高 ※
 5,143,669

※
 5,229,742
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【継続企業の前提に重要な疑義を抱かせる事象又は状況】

該当事項はありません。

　

【四半期連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更】

 
当第１四半期連結会計期間
（自　平成21年４月１日
至　平成21年６月30日）

１．連結の範囲に関する事項の変更 　該当事項はありません。

２．持分法の適用に関する事項の変更 　該当事項はありません。

３．会計処理基準に関する事項の変更 　該当事項はありません。

【簡便な会計処理】

　該当事項はありません。

【四半期連結財務諸表の作成にあたり適用した特有の会計処理】

　該当事項はありません。

　

【注記事項】

（四半期連結貸借対照表関係）

当第１四半期連結会計期間末
（平成21年６月30日）

前連結会計年度末
（平成21年３月31日）

※１　有形固定資産の減価償却累計額

1,940,943千円

※１　有形固定資産の減価償却累計額

　　　　　　　　　　　　　　　　　　 1,900,049千円

※２　資産の金額から直接控除している貸倒引当金の額

投資その他の資産　　　　　　　　   5,082千円

※２　資産の金額から直接控除している貸倒引当金の額

投資その他の資産　　　　　　　　   5,082千円　　　　　　　

　　　　

（四半期連結損益計算書関係）

前第１四半期連結累計期間
（自　平成20年４月１日
至　平成20年６月30日）

当第１四半期連結累計期間
（自　平成21年４月１日
至　平成21年６月30日）

※　販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は次

のとおりであります。

※　販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は次

のとおりであります。

販売促進引当金繰入額 44,094千円

給料及び手当 712,386

賞与引当金繰入額 135,779

退職給付費用 11,374

役員退職慰労引当金繰入額 1,382

貸倒引当金繰入額 1,737

運賃及び荷造費 503,697

販売促進引当金繰入額 29,546千円

給料及び手当 764,291

賞与引当金繰入額 134,242

退職給付費用 14,040

役員退職慰労引当金繰入額 1,302

貸倒引当金繰入額 3,858

運賃及び荷造費 500,121

（四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係）

前第１四半期連結累計期間
（自　平成20年４月１日
至　平成20年６月30日）

当第１四半期連結累計期間
（自　平成21年４月１日
至　平成21年６月30日）

※　現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結貸借

対照表に掲記されている科目の金額との関係

（平成20年６月30日現在）

※　現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結貸借

対照表に掲記されている科目の金額との関係

（平成21年６月30日現在）

現金及び預金勘定 5,143,669千円

預入期間が３ヶ月を超える定期預金 －  

現金及び現金同等物 5,143,669 

 

現金及び預金勘定 5,229,742千円

預入期間が３ヶ月を超える定期預金 －  

現金及び現金同等物 5,229,742 
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（株主資本等関係）

当第１四半期連結会計期間末（平成21年６月30日）及び当第１四半期連結累計期間（自　平成21年４月１日　至　

平成21年６月30日）

１．発行済株式の種類及び総数

普通株式  24,879千株

 

２．自己株式の種類及び株式数

普通株式  580千株

 

３．新株予約権等に関する事項

ストック・オプションとしての新株予約権

新株予約権の四半期連結会計期間末残高　　　　　　　　親会社　36,103千円

 

４．配当に関する事項

配当金支払額

（決議） 株式の種類
配当金の総額

（千円）

１株当たり

配当額

（円）

基準日 効力発生日 配当の原資 

平成21年６月25日

定時株主総会
普通株式 194,391 8 平成21年３月31日 平成21年６月26日利益剰余金
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（セグメント情報）

【事業の種類別セグメント情報】

前第１四半期連結累計期間（自平成20年４月１日　至平成20年６月30日）　

　当社グループの事業は、ＰＣ及びデジタル機器関連製品の開発・製造・販売のみであるため、事業の種類別セグ

メント情報は記載しておりません。

 

当第１四半期連結累計期間（自平成21年４月１日　至平成21年６月30日）　

　当社グループの事業は、ＰＣ及びデジタル機器関連製品の開発・製造・販売のみであるため、事業の種類別セグ

メント情報は記載しておりません。

 

【所在地別セグメント情報】

前第１四半期連結累計期間（自平成20年４月１日　至平成20年６月30日）

 
日本
（千円）

欧州
（千円）

その他
（千円） 

計
（千円）

消去又は全社
（千円）

連結
（千円）

 売上高       

(1）外部顧客に対する売上高 11,630,187954,319146,05812,730,566 － 12,730,566

(2）
セグメント間の内部売上高
または振替高

82,648 － 199,069281,717(281,717) －

 計 11,712,835954,319345,12813,012,283(281,717)12,730,566

 
営業利益
又は営業損失(△)

1,449,950△13,599△14,1921,422,157(175,970)1,246,186

 

当第１四半期連結累計期間（自平成21年４月１日　至平成21年６月30日）

 
日本
（千円）

欧州
（千円）

その他
（千円） 

計
（千円）

消去又は全社
（千円）

連結
（千円）

 売上高       

(1）外部顧客に対する売上高 10,248,716632,09083,88610,964,693 － 10,964,693

(2）
セグメント間の内部売上高
または振替高

109,767 － 224,180333,948(333,948) －

 計 10,358,484632,090308,06711,298,642(333,948)10,964,693

 
営業利益
又は営業損失(△)

955,081△120,069△14,507820,504(267,833)552,670

（注）１．国または地域は、地理的近接度により区分しております。

２．本邦以外の区分に属する国又は地域の内訳は次のとおりであります。

欧州……ドイツ、オランダ、スイス、オーストリア、ベルギー

その他…韓国、中国

　　　３．会計方針の変更

前第１四半期連結累計期間

 　（棚卸資産の評価に関する会計基準）

　「四半期連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更」３．（1）に記載のとおり、当第１四

半期連結会計期間より「棚卸資産の評価に関する会計基準」（企業会計基準第９号　平成18年７月５日）を

適用しております。この変更に伴い、従来の方法によった場合に比べて、営業利益が日本で83,839千円減少し

ております。
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【海外売上高】

前第１四半期連結累計期間（自平成20年４月１日　至平成20年６月30日）　

　海外売上高は、いずれも連結売上高の10％未満であるため、海外売上高の記載を省略しております。

当第１四半期連結累計期間（自平成21年４月１日　至平成21年６月30日）　

　海外売上高は、いずれも連結売上高の10％未満であるため、海外売上高の記載を省略しております。

（有価証券関係）

当第１四半期連結会計期間末（自平成21年４月１日　至平成21年６月30日）　

　当社グループの事業の運営上、四半期連結財務諸表に与える影響が軽微で、かつ、四半期連結貸借対照表計上額

その他の金額に前連結会計年度の末日に比して著しい変動が認められないため、記載を省略しております。

（デリバティブ取引関係）

当第１四半期連結会計期間末（自平成21年４月１日　至平成21年６月30日）　

　当社グループの事業の運営上、四半期連結財務諸表に与える影響が軽微で、かつ、四半期連結貸借対照表計上額

その他の金額に前連結会計年度の末日に比して著しい変動が認められないため、記載を省略しております。

（ストック・オプション等関係）

当第１四半期連結会計期間（自　平成21年４月１日　至　平成21年６月30日）

該当事項はありません。

　

（企業結合等関係）

当第１四半期連結会計期間（自　平成21年４月１日　至　平成21年６月30日）

　該当事項はありません。
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（１株当たり情報）

１．１株当たり純資産額

当第１四半期連結会計期間末
（平成21年６月30日）

前連結会計年度末
（平成21年３月31日）

１株当たり純資産額 388.24円 １株当たり純資産額 387.05円

　当社は、平成20年４月１日付をもって、普通株式１株に

つき1.5株の割合で株式分割を実施しております。当該株

式分割が前期首に行われたと仮定した場合における前連

結会計年度末の一株当たり純資産額は346.14円でありま

す。　

　

２．１株当たり四半期純利益金額等

前第１四半期連結累計期間
（自　平成20年４月１日
至　平成20年６月30日）

当第１四半期連結累計期間
（自　平成21年４月１日
至　平成21年６月30日）

１株当たり四半期純利益金額 25.52円

潜在株式調整後１株当たり四半期

純利益金額
25.37円

１株当たり四半期純利益金額 8.06円

　なお、潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額につ

いては、希薄化効果を有している潜在株式が存在しない

ため記載しておりません。

　

（注）１株当たり四半期純利益金額及び潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額の算定上の基礎は、以下のとおり

であります。

 
前第１四半期連結累計期間
（自　平成20年４月１日
至　平成20年６月30日）

当第１四半期連結累計期間
（自　平成21年４月１日
至　平成21年６月30日）

１株当たり四半期純利益金額         

四半期純利益（千円） 628,586 195,960

普通株主に帰属しない金額（千円） － －

普通株式に係る四半期純利益（千円） 628,586 195,960

期中平均株式数（千株） 24,629 24,298

         

潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額         

普通株式増加数（千株） 144 －

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１株当

たり四半期純利益の算定に含めなかった潜在株式

で、前連結会計年度末から重要な変動があったもの

の概要

────── ──────
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（重要な後発事象）

当第１四半期連結会計期間
（自　平成21年４月１日
至　平成21年６月30日）

　重要な設備投資

　当社は平成21年７月16日開催の取締役会において、新基幹システムの導入を決議いたしました。

１．目的

　当社グループの成長に伴う受注・出荷量の増加、タイムリーな売れ筋商品の市場への投入、及び海外展開への対応等

を可能とするシステム構築を目的としております。　

２．設備投資の内容

　取得価額　　（予定）615,000千円　

３．設備の導入時期

　作業開始時期（予定）平成21年９月

　稼動時期　　（予定）平成22年８月　

（リース取引関係）

当第１四半期連結会計期間末（自平成21年４月１日　至平成21年６月30日）　

　リース取引開始日が適用初年度開始前の所有権移転外ファイナンス・リース取引については、通常の賃貸借取

引に係る方法に準じて処理を行っておりますが、当四半期連結会計期間におけるリース取引残高は前連結会計年

度末に比べて著しい変動はありません。

 

２【その他】

　該当事項はありません。
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】
　該当事項はありません。
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 独立監査人の四半期レビュー報告書 

平成20年８月13日

エレコム株式会社

取締役会　御中

新日本有限責任監査法人

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 渡部　　健　　印

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 梅原　　隆　　印

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられているエレコム株式会社の

平成20年４月１日から平成21年３月31日までの連結会計年度の第１四半期連結累計期間（平成20年４月１日から平成20年

６月30日まで）に係る四半期連結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書及び四半期連結

キャッシュ・フロー計算書について四半期レビューを行った。この四半期連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査

法人の責任は独立の立場から四半期連結財務諸表に対する結論を表明することにある。

　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レビューを行った。

四半期レビューは、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質問、分析的手続

その他の四半期レビュー手続により行われており、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して実

施される年度の財務諸表の監査に比べ限定された手続により行われた。

　当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認めら

れる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、エレコム株式会社及び連結子会社の平成20年６月30日現在の財政状態並

びに同日をもって終了する第１四半期連結累計期間の経営成績及びキャッシュ・フローの状況を適正に表示していないと

信じさせる事項がすべての重要な点において認められなかった。

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

 

以　上

（注）１．上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期報告

書提出会社）が別途保管しております。

２．四半期連結財務諸表の範囲にはXBRLデータ自体は含まれていません。
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 独立監査人の四半期レビュー報告書 

平成21年８月12日

エレコム株式会社

取締役会　御中

新日本有限責任監査法人

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 吉田　敏宏　　印

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 梅原　　隆　　印

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられているエレコム株式会社の

平成21年４月１日から平成22年３月３１日までの連結会計年度の第１四半期連結会計期間（平成21年４月１日から平成21

年６月30日まで）及び第１四半期連結累計期間（平成21年４月１日から平成21年６月30日まで）に係る四半期連結財務諸

表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書及び四半期連結キャッシュ・フロー計算書について四半期レ

ビューを行った。この四半期連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から四半期連結財務

諸表に対する結論を表明することにある。

　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レビューを行った。

四半期レビューは、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質問、分析的手続

その他の四半期レビュー手続により行われており、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して実

施される年度の財務諸表の監査に比べ限定された手続により行われた。

　当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認めら

れる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、エレコム株式会社及び連結子会社の平成21年６月30日現在の財政状態並

びに同日をもって終了する第１四半期連結累計期間の経営成績及びキャッシュ・フローの状況を適正に表示していないと

信じさせる事項がすべての重要な点において認められなかった。

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以　上

（注）１．上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期報告

書提出会社）が別途保管しております。

２．四半期連結財務諸表の範囲にはXBRLデータ自体は含まれていません。
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